
2024年6月26日

東京都江東区亀戸一丁目39番7号

多田建設株式会社

代表取締役　佐藤　俊也

貸借対照表（2024年3月31日現在）

(単位：千円）

流  動  資  産 30,549,927 流　動　負　債 9,965,323

現金預金 11,560,852 支払手形 3,106,900

受取手形 3,712,476 工事未払金 3,554,741

完成工事未収入金 12,325,164 短期借入金 1,600,000

販売用不動産 337,272 一年内返済長期借入金 225,023

未成工事支出金 1,699 一年内償還社債 20,000

不動産事業等支出金 1,213,757 短期リース債務 51,115

未収入金 1,261,721 未払金 210,926

その他 142,248 未払法人税等 165,385

貸倒引当金 △ 5,265 未払消費税等 32,042

未成工事受入金 457,222

 固　定  資  産 5,218,924 不動産事業等受入金 139,920

  有形固定資産 3,048,750 完成工事補償引当金 124,021

建物・構築物 1,385,598 工事損失引当金 4,944

工具器具・備品 6,761 賞与引当金 176,522

土地 1,562,378 その他 96,558

リース資産 94,011

 固　定　負　債 4,827,349

  無形固定資産 48,420 長期借入金 3,489,368

社債 220,000

  投資その他の資産 2,121,753 リース債務 79,254

賃貸固定資産 494,227 退職給付引当金 1,007,743

保険積立金 61,632 その他 30,983

投資有価証券 876,731

その他関係会社有価証券 501,000 14,792,673

長期貸付金 125,774

繰延税金資産 93,822

その他 70,800  株　主　資　本 20,772,032

貸倒引当金 △ 102,234 　資本金 300,000

  利益剰余金 20,472,032

利益準備金 75,000

その他利益剰余金 20,397,032

　繰越利益剰余金 20,397,032

 評価・換算差額等 204,146

　その他有価証券評価差額金 204,146

20,976,178

35,768,852 35,768,852

第８９期決算公告

資　　産　　の　　部

科　　目

負　　債　　の　　部

科　　目金　　　額 金　　　額

資　産　合　計 負債・純資産合計

負  債  合  計

純 資 産 合 計

純　　資　　産　　の　　部



 

個 別 注 記 表 

【 重要な会計方針 】 

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式……………総平均法による原価法 

その他有価証券 

    時価のあるもの……期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により 

処理） 

時価のないもの……総平均法による原価法 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

販売用不動産、未成工事支出金及び不動産事業等支出金…個別法による原価法（貸借対照表価額は 

収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

材料貯蔵品………………………………………………………先入先出法による原価法 

 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産及び賃貸固定資産（リース資産を除く）……定率法 

ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）及び平成 28年 4月 1日以 

降に取得した建物附属設備並びに構築物については定額法を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物・設備・構築物     7～47年 

工具器具・備品      4～20年 

賃貸固定資産      10～47年 

② 無形固定資産（リース資産を除く）…………………………定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を 

採用しております。 

③ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

………リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定 

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

② 完成工事補償引当金 

完成工事に係る瑕疵担保に要する費用に備えるため、過去の実績等に基づき将来の見積補償額を計 

上しております。 

③ 工事損失引当金 

受注工事の損失に備えるため当事業年度末における手持工事のうち、損失の発生が見込まれるもの 

について、損失見込額を計上しております。 

④ 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づく当事業年度負担額を計上しておりま 

す。 

⑤ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上してお 

ります。 

退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 

・退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法につい 

ては、期間定額基準によっております。 

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

数理計算上の差異については、その発生時の翌事業年度において一括損益処理しております。 

過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（1年）に 

よる定額法により処理しております。 

⑥ 役員株式給付引当金 

役員株式給付規程に基づく役員に対する当社株式の給付に備えるため、当事業年度末における株式 

給付債務の見込み額に基づき計上しております。 



 

(4) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

  当社は主に建造物の工事を顧客から請負い、当該建造物を顧客の指示のもと顧客の求める仕様に合う

ように施工を行い、当該建造物の完成後に顧客に引渡す履行義務を負っております。完成工事高の計

上は、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短

い場合（3 ヶ月）を除き、履行義務を充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識しておりま

す。なお、一定の期間にわたり収益を認識する工事の期末における進捗度の見積りは原価比例法によ

っております。 

 

(5) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

消費税および地方消費税に相当する額の会計処理 

消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象外 

消費税等は発生事業年度の期間費用としております。 
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